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一般社団法人 全国携帯電話販売代理店協会
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東京都渋谷区恵比寿四丁目4番7号
第6伊藤ビル3F

TEL:03-6455-7200 FAX:03-6455-7270

2022年2月16日消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合 （第12回）

キャリアショップ店頭における取組の状況
（２０２１年度 上期）
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キャリアショップ
（ＦＣ店）

キャリアショップは９８％販売代理店が運営。（各キャリアのルールに則った受託運営。）

全携協の位置づけ … 携帯電話（音声系）の国内主販路

一次販売代理店

二次販売代理店

［ＭＮＯ］ docomo KDDI SoftBank（Y!mobile） 楽天モバイル
（1億4,518万契約、90.5％）

キャリアショップ
（直営店）

docomo
KDDI
ＵＱmobile
SoftBank
Y!mobile
楽天Ｍ
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111店

通販
電話
勧誘

訪問
販売

量販店
併売店

ECはMNO
による直営
サイトのみ

な し な し

キャリアショップの９８％を運営
（ＭＮＯ販売の約８割）

直営
店

通販
他

（1,531万契約、9.5％）

［MVNO］ 1,575社

2021年12月時点
（全７,９４５店）

消 費 者

契約者数は総務省公表の2021年9月末時点
（MNOはPHS・BWAを含み、通信モジュールを
除く。MVNOはSIMカード型（格安SIM）のみ。
MVNOの一次事業者672、二次以降903社。）

４５８社
６,５８７店

全携協加盟

８３％
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官民協同 「あんしんショップ認定制度」

あんしんショップ認定協議会 ※敬称略

会 長
副会長
副会長

＜審査委員会＞
委員長
委 員
委 員
委 員
委 員
オブザーバー
オブザーバー
オブザーバー

＜運営委員会＞
以下企業の実務担当者により構成
㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、楽天モバイル㈱、ＴＣＡ、全携協

金治 伸隆

山本 一晴
前田 博史

新美 育文
北 俊一
長田 三紀
金治 伸隆

山本 一晴
片桐 義博
小川 久仁子
蒲 俊郎

（全携協会長）
（ＴＣＡ専務理事）
（全携協副会長）

（明治大学法学部名誉教授）
（野村総合研究所パートナー）
（情報通信消費者ネットワーク代表）

（総務省消費者行政第一課課長）
（総務省消費者行政第二課課長）
（桐蔭法務研究支援センター長）

非会員１７％
（１,３５８店）

あんしんショップ認定
６９％ （５,４６１店）

未認定
１４％

(１,１２６店)

キャリアショップ

全７,９４５店

全スタッフに
消費者保護
の動画教育

ソフトバンク練馬 ａｕショップ新宿西口

（2021年12月時点）

全携協会員 ８６％
（６,５８７店）
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あんしんショップ大賞２０２１ ［応募総数・１,０８６店 （前回８０９店）］ （下記写真は前回の表彰式）

一次選考 各地域の全携協理事による審査
二次選考 あんしんショップ認定協議会審査委員会による審査

審査委員長 新美育文様（明治大学名誉教授、弁護士）

審査委員 長田三紀様（情報通信消費者ネットワーク）、北俊一様（株式会社野村総合研究所パートナー）、山本一晴様（一般社団法人電気通信事業者
協会専務理事）、金治 伸隆様（一般社団法人全国携帯電話販売代理店協会会長）

オブザーバー 片桐 義博様（総務省消費者行政第一課課長）、小川 久仁子様（総務省消費者行政第二課課長）、蒲俊郎様（桐蔭法務研究支援センター長）

消費者保護等の優良事例ヨコ展開を目的とした “あんしんショップ大賞２０２１” を実施中
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苦情の縮減活動

頻発する苦情やシステムの分かりにくい点など、現場の改善アイデアを届け、キャリアと協同で取組。

苦情
収集

内容
分析

改善
提案

対策
会議

全国３千店以上の店長・副店長が
毎日苦情データと改善提案を入力。

集まったデータは専用サイトで見える化。
重要な内容をスクリーニング。

各キャリアと定期的に苦情縮減会議
を開催、全携協から改善提案を行う。

販売代理店横断での、キャリア別
店長会議（キャリア分科会）で議論。

全携協からの改善提案数 １,９０４件 （２０１５年８月からの累計）

キャリアからの回答入手数 １,８３３件 （〃）

キャリアとの苦情縮減会議 ドコモ４６回、ＫＤＤＩ６０回、ソフトバンク４６回、楽天モバイル１５回 （〃）
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販売代理店各社の社会貢献活動として、自主的に行っている取組となります。

ｅネットキャラバン （青少年保護活動）
ＦＭＭＣが総務省・文科省と連携して2005年から行って
いるインターネットの安心・安全利用に向けた出前講座

全携協では、会員各社の協力の下、一般財団法人マルチメディア振興センターの 「ｅネットキャラバン（※）」 活動に
参画しており、全国４７都道府県の小中高等学校の児童生徒および保護者向けに講師の派遣を行っています。

１,８７４名の認定講師
（2022年2月時点）

コロナ影響による開催減

↓

開催総数 1,755回 2,308回 2,529回 2,660回 1,208回 2,284回
全携協比率 4.7％ 12.8％ 25.6％ 31.9％ 17.7％ 13.2％

［12月まで］
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２０２１年１１月より各キャリアのｅラーニングシステムにより順次展開、２２年１月末全スタッフ受講完了予定。

お客様応対品質向上に向けた動画制作の推進
「あんしんショップ」更新条件として、
毎年重要性の高いコンテンツを制作、
派遣社員含め全スタッフが必須受講

１⃣ 非回線契約者への端末販売拒否 ２⃣ 利用実態を踏まえない大容量プランの勧奨

３⃣ 過度な引き止めの禁止 ４⃣ 頭金の正しい説明
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ｄｇａｒｄｅｎ／ドコモショップ
ａｕＳｔｙｌｅ／ａｕショップ

ＵＱスポット
ソフトバンクショップ
ワイモバイルショップ

楽天モバイルショップ

店頭サポート開始日 ２０２１年５月１８日（火） ２０２１年５月２５日（火） ２０２１年５月２２日（土） ２０２１年６月１１日（金）

お客様費用 無　料 無　料 無　料 無　料

対象のお客様
 他キャリアご利用中を含む
 すべてのお客様

 他キャリアご利用中を含む
 すべてのお客様

 他キャリアご利用中を含む
 すべてのお客様

 他キャリアご利用中を含む
 すべてのお客様

サポート内容

 ワクチン接種のオンライン
 申込に関する設定・操作
 方法のご案内。（あくまで
 サポートであり操作・入力
 はお客様自身による）

 ※スマホ教室の枠を活用
 ※契約・購入を前提とした
　  サポートは禁止。

 ワクチン接種のオンライン
 申込に関する設定・操作
 方法のご案内。（あくまで
 サポートであり操作・入力
 はお客様自身による）

 ※主にカウンターでの対応
 ※契約・購入を前提とした
　  サポートは禁止。

 ワクチン接種のオンライン
 申込に関する設定・操作
 方法のご案内。（あくまで
 サポートであり操作・入力
 はお客様自身による）

 ※主にカウンターでの対応
 ※契約・購入を前提とした
　  サポートは禁止。

 ワクチン接種のオンライン
 申込に関する設定・操作
 方法のご案内。（あくまで
 サポートであり操作・入力
 はお客様自身による）

 ※主にカウンターでの対応
 ※契約・購入を前提とした
　  サポートは禁止。

キャリアショップ店頭での、新型コロナワクチンの接種サポート

初回接種の段階では電話申込はパンクしており、急遽店頭でのご支援をスタート。
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紙か

急速にオンライン化が進む今だからこそ、リアルショップは消費者保護の拠点として社会に貢献したい。

今後の取組に向けて

１⃣ 社会から期待される、これからのキャリアショップの役割

① 総務省 「デジタル活用支援事業」 実施拠点
（２１年６月～２５年度）

スマホの
使い方を
教える。

行政手続
のやり方
を教える。

② 地域のＤＸ化推進拠点

（マイナンバーはデジタル社会のパスポート）

・ ２２年度はマイナンバーの機能がスマホに
搭載される。（搭載支援やデータ削除支援）

・ ２４年には運転免許証も一体化。

スマホ ＋ ＦＴＴＨ ＋ 公共料金 ＋ 行政サービス

２⃣ デジタルデバイド解消拠点（高齢者の駆け込み寺） ３⃣ さいごに

現在は原則紙交付で、利用者から明示的承諾を得た場合に限り
電子交付が認められるが、原則電子を検討すべきではないか？
（但し、高齢者には今後も原則紙交付が必要と思われる。）

分母が１.６億契約
年間３千万台超の
端末買替需要

青少年から
高齢者まで
全年齢来店

端末やサービスが
目まぐるしく進化

料金プランや
端末購入ＰＧは

依然複雑
今後も苦情は劇的には減らない
かもしれないが、

困ったときに適切に救済できる・
相談できることが大事ではないか。

57,966

端末買替スパン３～５年
（非オンライン層が来店）

マイナカードをお持ちでない
方への申請支援チャンス

電子か

※ 法第26条の2第2項、施行令第2条第1項、施行規則第22条の2の5第2項及び第22条の2の5の2

各キャリアとも１契約
ごとに１０～３０枚の
印刷が行われている。


